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日経連「新時代の『日本的経営』」➡非正規雇用拡大の大号令

「地方行革指針」➡自治体の「営利企業」化の号令

「地方分権推進一括法」➡自治体の大合併を推進

「新地方行革指針」➡「集中改革プラン」で職員大幅削減

「自治体戦略２０４０構想」➡４０年までに自治体職員半減
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出典：職員数 --- 総務省「地方公共団体の職員数の推移」 非正規職員 --- 総務省「地方公務員の臨時・非常勤職員に関する実態調査」、「会計年度任用職員制度の施行状況に関する調査」

2024年202020152010200520001995

自治体の職員数と非正規職員数の推移（人）
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日本の公務員数はOECD最低、31カ国平均の4分の1
総雇用者数に占める公務員数の割合

日本の公務員・公的部門職員の人件費は18年連続OECD最低
国・自治体の人件費（対GDP比）
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出典：『国民春闘白書　２０２５年』
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出典：OECD編著「OECD保育の質向上白書　人生の始まりこそ力強く：ECECのツールボックス」明石書店2019年より　　2023年 2月3日衆院予算委員会　本村伸子配布資料

規制で決められているECECの職員一人当たりの子どもの数の上限
（人）幼稚園/プリスクール（統合型システムの国においては3歳～義務教育開始年齢）の場合
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日本の保育士の労働時間は先進９か国でいちばん長い
常勤の保育者の週当たり仕事時間
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出典　国立教育政策研究所『OECD国際幼児教育・保育従事者調査2018報告書　第２巻』
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1946 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2024年

（1946年～2024年）欧米の左翼進歩派による「公共の再構築」（インソーシング）

無料・高速バス、市営管理

公営住宅１０年計画、家賃凍結

無償化、公共雇用の拡充

公的雇用の拡大、自治体直営労働

再国有化

コミュニティ所有住宅

NHS拡充、ケアの公共ネットワーク

公共調達を通じた協同組合支援

公共交通

住宅

保育・医療

雇用・企業

米国・マムダニ/DSA 英国・コービン


